
 

『雇用保険法改正案が成立 今年度の改正を確認』 
  

 ３月３１日に 「雇用保険法等の一部を改正する法律案」 が国会で成立、平成２９年度 （４月１日から３

０年３月３１日） の雇用保険料率が変更となった。 

 雇用保険料率は、一般の事業で労働者負担３／１０００ （１／１０００引下げ）、事業主負担６／１０００

（１／１０００引下げ） となった。事業主負担の保険料率は失業等給付、雇用保険二事業ともに３／１０００

だ。また、農林水産・清酒製造の事業では労働者負担４／１０００ （１／１０００引下げ）、事業主負担７／

１０００ （１／１０００引下げ）、建設の事業では労働者負担４／１０００ （１／１０００引下げ）、事業主負担

８／１０００ （１／１０００引下げ） となった。 

 そのほか、倒産・解雇等により離職した３０～４５歳未満の者の所定給付日数が９０日から引き上げら

れ、雇い止めされた有期雇用労働者の所定給付日数を倒産・解雇等並みにする暫定措置が５年間実

施される。１０月１日からは原則１歳までの育児休業を６ヶ月延長してもなお保育所に入れない等の場

合に限り、更に６ヶ月の延長が可能となる上、その間についても育児休業給付の支給対象期間となる。ま

た、平成３０年１月１日からは教育訓練給付の給付率が最大７０％に引き上げられる。 

 

『経産省とコンビニ５社が 電子タグ１０００億枚宣言』 
         

 経済産業省は、２０２５年までに、セブン‐イレブン、ファミリーマート、ローソン、ミニストップ、ニューデ

イズの全ての取扱商品 （推計１０００億個／年） に電子タグを利用することについて、一定の条件の下

で各社と合意し、各社と共同で 「コンビニ電子タグ１０００億枚宣言」 を策定した。小売業は、少子化の

影響を受け、人手不足と労務コストの上昇に直面し、サプライチェーン全体として食品ロスや返品といっ

た様々な課題が生じている。同省では、様々な前述の社会課題を解決するツールの１つとして、電子タ

グに注目。実務者会議を開催し、電子タグを導入する期限や条件などについて、上記コンビニ各社と合

意した。伴って以下のとおり、宣言文を策定し公表した。 

 ＜宣言文＞○２０２５年までに、セブン-イレブン、ファミリーマート、ローソン、ミニストップ、ニューデイズ

は、全ての取扱商品 （推計１０００億個／年） に電子タグを貼付け、商品の個品管理を実現する○その

際、電子タグを用いて取得した情報の一部をサプライチェーンに提供することを検討する○２０１８年を

目処に、同５社は、特定の地域で、取扱商品に電子タグを貼付け、商品の個品管理を実現するための実

験を開始する。 
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＜ゴールデンウィーク期間の休業のご案内＞ 
平成２９年５月３日（水）から５月５日（金）まで休業させていただきます。 

なお、５月８日（月）はTimelyをお休みさせていただきますので、次回のTimely 

発信は５月１５日（月）の１１６８号です。よろしくお願いいたします。 

http://www.aoi-cms.com/

